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中 村 祐 司

1．五輪ムード盛り上げの死角
2020年東京オリンピック・パラリンピック大

会（以下、東京五輪）の開催年を迎え（本稿執

筆時点の2020年 1 月）、大会を盛り上げる機運

が本格化しつつある。たとえば新聞報道では、

競技日程の一覧や新国立競技場などとくに新規

競技施設が有する景観、構造、機能をめぐる技

術上の工夫を紹介したり、メダル獲得が有望な

種目の選手を特集したりといったムード盛り上

げが、本腰を入れた形で演出され始めている。

もちろん、1964年東京大会以来、50数年ぶり

の東京での開催であり、この大規模スポーツイ

ベントを歴史的な僥倖と捉える人々も多く、新

聞報道に限らず、こうした人々の期待をさらに

高めるような情報提供やカウントダウンのイベ

ント開催を重ねることは、東京五輪の関係者に

とってはごく当たり前の流れなのであろう。し

かし、ムード盛り上げに水を差す指摘や東京五

輪に批判的な見解が、かき消されてしまう傾向

もまた醸成される。それは東京五輪は成功裏に

終わる、という結論がすでに開催前の段階で固

まっているからである。

本稿では、東京五輪をめぐる盛り上げ一辺倒

のムード醸成の網羅・浸透に懸念する立場か

ら、東京五輪の事業変更と事業説明における二

つの事例を取り上げ、そこから見い出される論

理矛盾の行為を明らかにする。具体的にはマラ

ソン会場変更（事業変更）と大会経費（事業説

明）に注目する。

マラソン会場の札幌変更について、一見、

「アスリートファースト」を掲げた国際オリン

ピック委員会（IOC）の説明が的を射ているか

のような論調が目立った。しかし、変更に至る

プロセスを注意深く観察するならば、このフ

レーズは単に論理すり替えの道具として用いら

れたに過ぎず、開催都市である東京都の意思が

示されるのを意図的に避ける形で、五輪の崇高

な理念に反する姑息ともいえる手続によって、

変更が決定づけられたといえる。

大会経費について、とくに国（政府）の負担

をめぐる説明に焦点を当てる。「大会関連経費

をどこで線引きするかは困難である」という国

による説明は、一見、正鵠を得ているかのよう

に受け止められている。国の負担である直接経

費1500億円にしても、東京五輪経費の総額は 1

兆3500億円とするIOCの厳命によるもので、致

し方ないとする雰囲気すらある。しかし、会計

検査院の報告を受け、本来、国は「直接」経費

に組み込むべき経費を「関連」の名の下、後者

に意図的に滑り込ませ、国の直接経費1500億円

を変更せずに、開催前の最終報告とし今日に

至っている。国は、直接経費とは何かを関連経

費を持ち出すことでぼかしているのである。五

輪の理念に反する姑息的ともいえる説明行為で

ある。

以下、最初にIOC、国、大会組織委員会（組

織委）、東京都（都）との間のトップダウン型

の相互連結性を把握するために、二つの先行研

究を紹介する。次に札幌へのマラソン会場変更

の背景とプロセスを上記関係者・関係組織との

連結性の側面から記載する。そして、東京五輪

における国負担の経費をめぐり、とくに会計検

査院による指摘内容と国（政府。具体的には内

閣官房オリパラ大会推進本部）の説明内容との

2020 年東京五輪統治の実相
―マラソン会場変更と大会経費に注目して―
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乖離について記載する。最後に、マラソン会場

変更と大会経費説明における共通の特性につい

て考察する。

2．グローバル・ローカル結合体
チェペレット（Jean-Loup Chappelet）らによ

れば、IOC会長は管理職のトップに位置するが

ゆえに、巨大な権限を持っている。IOCは自ら

を「協調の触媒者（catalyst for collaboration）」

と認識しており、より堅実な構造、とりわけガ

バナンス課題やリスクマネジメントに対応し、

管理運営の技術官僚的（technocratic）なスタイ

ルへの変化を伴うようになった。五輪憲章の規

約（Rule） 7において、IOCは五輪大会に関わ

るあらゆる権利とデータを保有し、かなりの程

度国家から独立している。

15名からなるIOCの理事会（Executive Board）

は、IOC内における権限の源である。IOC会長

の任命によるメンバーから構成されるおよそ

25の専門委員会があり、管理職にあるさまざ

まな職員の活動を監視する。五輪憲章は、IOC

が調整に乗り出す際の、法令と手続ルール

（procedural rules）として作用してきた。

IOCは、五輪システムにおいて、利害関係

者、選手とその両親、コーチ、関連職員、ファ

ン、開催都市、スポンサー、放送メディアなど

に対して説明責任を果たされなければならな

い。さらに、五輪に関わるスポーツ組織が利用

可能な人的資源と財政資源について、スポーツ

の普及や特定のスポーツの目的のために使われ

ていることが示されなければならない、と指摘

する1。

そして、ミセナー（Laura Misener）らによれ

ば、スポーツとその展開において、特定の考え

を押し進めるグローバルな諸勢力と、それに対

する地方の理解との間には緊張が存在する。国

際組織によってグローバルな支配行使のために

スポーツが利用される事例があり、それはしば

しば地方レベルにおける利害とは反するものと

なる。国際組織の戦略的中心は、地方組織や地

域社会のそれとは明らかに異なる。しかし、国

際レベルの多大な組織力や資源は、ローカルレ

ベルの理解、注目点、望まれている成果を凌駕

し得る。

また、グローバルなイベント、決定、活動に

重要な影響を及ぼすところの、国家と社会との

間の相互連結が存在する。イベントは諸個人や

地域社会に影響を及ぼす一方で、地域・国家・

国際社会とも重要な関係性を有する。こうし

たグローバル世界、国家、地域（regional）、

ローカル（local）が連なる「グローバル・ロー

カル結合体（global-local nexus）」では、あら

ゆるレベルにおいて相互に影響を及ぼし合うプ

ロセスが見られる。そして、IOCのグローバル

な権限が、支援を受ける地方組織や社会に対し

トップダウンでなされるアプローチもしばしば

見られる、という2。

チャペレットは、IOC会長や上層部は強力な

権限や決定権を有するがゆえに、関係者への説

明責任を遂行することが重要だとした。ミセ

ナーは、「グローバル・ローカル結合体」を見

い出した。東京五輪でいえばIOC、組織委、国

（政府）、都が結合体の構成メンバーであり、

同時に統治行為のコアメンバーである。

3．マラソン札幌移転の「合意なき決定」
2020年東京五輪のマラソン、競歩について、

IOC（調整委員会）、組織委、国、都の 4者協

議が2019年11月 1 日に開かれ、札幌市での開催

が決まった。協議では、①会場変更の権限は

IOCにある、②札幌移転した際の経費は都に負

担させない、③都が支出したマラソン・競歩の

関連経費のうち別の目的で活用できないものは

都に負担させない、④その他の競技は会場変更

しない、の四点が確認された3。

都との協議がないまま、IOCが唐突に移転計
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画を発表したのが2019年10月16日であった。札

幌開催計画が知らされたのはIOCの発表直前の

10月15日であった。一方、組織委には遅くとも

同 8日ごろまでに伝達されていた可能性があ

り、「東京都外し」の構図があった。都知事は

反発を強めたが、競技の開催地の最終決定権限

を持つIOCが、計画は「決定事項」との強硬姿

勢を示した4。暑さ対策に開催地変更を求める

声は以前からあったが、「アスリートファース

ト」を唱えるIOC主導で、なし崩し的に物事が

決まっていった5。

表 1 はマラソン札幌移転をめぐる経緯をまと

めたものである。

2019年10月31日の 4 者実務者協議の場で、関

係者によると、都側が会場変更におけるIOCの

権限についてIOC側に疑問をぶつけたところ、

「なぜならこれがIOCだからだ」で終わったと

いう。

五輪の競技施設や競技スケジュールについ

ては、開催地がその国・地域の五輪委員会

（NOC）などと協力して設立する組織委員会

が、IOC調整委員会の指導を受け、各競技の国

際団体（IF）とも協議した上でIOCに提案する

こととなっている。IOC理事会が承認して決定

するのが通常のパターンであるが、今回のよう

に事前に問題提起することもなく、すでに理事

会で承認していた競技会場の変更を一方的に決

めたのは異例の事態であった。一方、強引さの

背景には、五輪開催地について、すでに2028年

ロサンゼルスまでの各大会が決定済みであり、

2030年冬季は東京五輪のマラソンと競歩の舞台

となる札幌が招致の意向を示していることも指

摘された6。

五輪の花形種目であるマラソンが開催都市以

外で実施されるのは初めてである。巨額の経費

を負担する開催都市を軽んじ、強引に変更案を

推し進めたIOCの手法が、日本側の関係者の心

に大きなしこりを残したことは間違いない、と

の批判があった7。

都や組織委などがIOCと結ぶ「開催都市契

約」には、「調整委が解決できない問題がある

場合、あるいは、調整委の勧告に従って行動す

ることをいずれかの当事者が拒否した場合、

IOCが最終的な決定を行う」とある。契約は

IOC総会で開催都市に決まった直後に結ぶこと

になっており、2013年 9 月に都、JOC、IOCの

3者の間で結ばれた。組織委も2014年に契約を

結び、内容は2017年 5 月に公表された。

また、IOCが7、8月開催を求めるのは、巨額

の放映権料を払う米テレビ局に配慮し、欧米

の人気スポーツのシーズンと重ならないよう

にするためである8。2020年大会招致で中東・

9月27-29日 ：ドーハの陸上世界選手権の女子マラソンと競歩で棄権者が続出
10月15日 ：組織委事務総長が都知事に札幌移転案を伝達
10月16日 ：IOCが移転案発表
10月25日 ： IOCのコーツ調整委員長（「移転案は撤回しない」）と都知事（「東京開催の気持

ちに変わりはない」）との会談
10月30日 ： IOC調整委員会会議。調整委員長「必ずコンセンサスを実現する」。都知事「互い

の信頼なしに大会の成功はない」
11月 1 日 ： 4 者協議。調整委員長「IOCに会場変更の権限がある」。都知事「同意はできない

が、IOCの決定を妨げることはしない。合意なき決定だ」

表１　五輪マラソンと競歩の開催地変更をめぐる動き

資料：2019年11月2日付産経新聞「五輪マラソン 札幌決定」。
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カタールのドーハは酷暑を避けるため、10月開

催を提案し、 1次選考で落選した。2019年 9 月

から10月にあったドーハでの陸上の世界選手権

は、暑さ対策でマラソンと競歩を夜中に行った

が、棄権者が続出した9、という背景がある。

皮肉にも、都の招致時の立候補ファイルには

「この時期（ 7月24日～ 8 月 9 日）の天候は温

暖であるため、アスリートが最高の状態でパ

フォーマンスを発揮できる理想的な気候」と記

された。都に比べて平均気温が 3～ 4 度低い札

幌市でも温暖化の影響はあり、陸上関係者か

らは「札幌でも暑い日は暑い」と懸念の声が挙

がった10。

今回のIOCの決定について、「ビジネスのた

めに真夏に開催する五輪のゆがんだ現実と向き

合い、是正に乗り出したとは思えない。マラソ

ン、競歩以外の会場は変更しないと約束した。

自転車のロードレースやトライアスロンなどア

スリートの健康を脅かす種目はほかにも少なく

ない」との批判があった11。

IOCは2014年に発表した改革方針「アジェン

ダ2020」で「地理的要因や持続可能性」に支障

がある場合、開催都市以外での複数競技の実施

や、例外的には国外での開催も容認するとの方

向性を示し、五輪憲章の改定もこれに沿って行

われた、という事実がある。

しかし、マラソンや競歩以外にも、東京五輪

ではトライアスロンや馬術など、暑さの危険が

指摘される競技がある。「選手第一主義」の理

想が、商業主義にねじ曲げられる状況はもはや

放置できない、との意見があった12。

IOCの強権を前に組織委と都は一枚岩となれ

ず、スポーツ界には存在感がない。全ての問題

に通底しているのは、決定過程の分かりにくさ

であり、透明性の欠如である、との批判があっ

た13。

五輪マラソンの開催場所の札幌への変更も

「暑さを避けるためには仕方がない」とする生

温かい見方が多い。そもそもの問題点は、真夏

の東京での五輪開催を決めたことにあったはず

であり、この問いに答えを出さないまま招致し

た浅慮が、浮き彫りになっただけである。五輪

には成功か、失敗かの明確な基準はなく、この

先何が起ころうとも、運営側は、東京五輪は成

功だったと言い張るだろう、との見方があっ

た14。

IOCは7、8月に限定している五輪開催期間を

見直すべきだとの都知事からの指摘について、

IOC調整委員長は、「今はこの期間を変えるよ

り、開催場所を柔軟に選択することで対応した

い。7、8月は、他の主要競技が薄く、五輪を世

界中の視聴者に届けられる。米NBCなどがこ

の時期を評価するのはそのためだ。我々にとっ

ては、放映権料とスポンサー料を確保すること

につながる。IOCの収入の90%は、各国五輪委

や国際競技連盟、五輪組織委員会の補助に拠出

されており、それは五輪とスポーツの未来を支

える収入源でもあるからだ。ただ気候変動が進

む今後の五輪のあり方は、招致から考えなけ

ればならない時に来ているとも思う」と答え

た15。

以上のように、東京五輪マラソン会場の変

更をめぐり、IOCは都を除外する異例な進め方

で、札幌への移転決定を行った。また、その根

拠や背景を踏まえた上での批判が展開された。

4．�大会経費めぐる会計検査院と国と
の乖離

次に、もう一つの焦点である東京五輪の大会

経費に目を向ける。2019年12月 4 日に公表され

た会計検査院報告とそれへの組織委・国（政

府。内閣官房大会推進部）の応答（東京五輪前

における大会経費の最終決定）を対象に、新聞

報道にもとづく情報を整理・把握する。とくに

大会関連経費をめぐる会計検査院と国との捉え

方の違い・乖離を明らかにする。また、国負担
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の大会直接経費 1兆3500億円の据え置きと内訳

について記述する。

会計検査院は2018年10月に、国が東京五輪の

関連事業として挙げた支出は2013～17年度で

286事業8011億円に上るとする試算を公表した

が、今回、前回と同じ算出方法で、各府省庁に

照会した2018年度までの15分野71施策の支出を

試算した。その結果、新たに国立競技場整備に

620億円、ナショナルトレーニングセンター拡

充に103億円、セキュリティ関連事業の本格化

に148億円など、2600億円近く増え、総額で 1

兆600億円に上ると指摘した（五輪のマラソン

と競歩の札幌移転は報告直前に浮上したため算

出せず）。

さらに、報告の中で検査院は、全国から動員

される警察官の仮設待機施設整備など134億円

が本来は直接経費となるにもかかわらず、支出

が来年度以降となるため、予算として公表され

ていないと指摘した。また、国立競技場をめ

ぐっては、大会後に民営化が遅れた場合、その

間の維持管理費として国の負担が生じる可能性

を指摘した。

内閣官房大会推進本部は「関連性が極めて薄

いものまで含まれ、大会経費とするには正確性

に欠ける」とのコメントを出した16。

会計検査院からすれば、スポンサー収入、チ

ケット収入、マーケット収入、IOCからの支出

金の合計56億㌦（約6000億円）を除けば、全て

は国税、都税、他の開催地自治体の地方税の収

入が当てられている点を重視する。五輪チケッ

トの購入倍率は日本では約20倍に達しており、

納税者がチケットを購入できないのはおかしい

という意識も持っている。その他に、「五輪は

巨大プロジェクトにおいて唯一予算を超過して

しまう驚くべき存在である」との研究上の知見

もある17。

会計検査院の念頭には「業務内容や経費の

規模の全体像を把握して、公表すべきだ」と

の考えがある。国は「どこまで大会経費とす

るか、厳密な区分けは難しい」と反論した。

国は、2018年10月の検査院の指摘を受け、8011

億円を「（A）大会と直接関連する支出1725億

円（B）大会と行政サービスとの線引きが難し

い支出5461億円（C）大会との関連性が比較的

低い支出826億円」に三分類した。2019年 1 月

に発表した2013～19年度予算案に計上した大会

関連費用の総額約2197億円は（A）のみ計上し

た。

国の姿勢に対し、検査院は2019年の検査で、

国が（B）とした事業から、より関連性の高い

部分を抽出する作業を試みたが、算出は難航

し、結局、18年と同じ算定方法をとった。検査

院は、「線引きできないなら大枠を示すしかな

い」との立場であった。これに対して、国は、

「 3段階の区分けで役割は果たしていると考え

ており、細かい区分けには無理がある」との主

張であった。両者の応酬は平行線のまま今日に

至っている18。

内閣官房大会推進本部は2019年 1 月に、2019

年度までに計上した国の「関係予算」は約2197

億円だと発表した。組織委公表の約1500億円と

は別に約1380億円の関連経費があることを認め

たことになるが、それでも、検査院の指摘額と

は大きな差が生じていることが明らかになった

のである19。

2019年12月20日に公表された、予算の最終版

となる大会直接経費は 1兆3500億円と、2018年

末に公表した第 3版から据え置いた。増えた費

目は他の費目を減らすなどして、経費を抑え

た。国が負担する経費は恒久施設の整備費など

1500億円で、前回からの変更はなかった。

立候補時点では7300億円と公表していたが、

招致成功後に再検討した結果、新規施設の整備

費が膨らみ、数兆円になるとの試算もあった。

都と組織委は経費削減に着手し、2016年12月に

発表した第 1版では 1 兆5000億円とした。輸送
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費用などを見直し、17年の第 2 版と18年の第 3

版は 1 兆3500億円にまで抑えた20。

大会に直接使う経費は 3年連続据え置きで、

IOCに上限とされている 1兆3500億円となった

背景には、五輪にかかる費用を少なく見せたい

IOCに対する配慮があった。予算編成は、2017

年末の第 2 版で定めた、組織委と都が各6000億

円、国が1500億円で計 1 兆3500億円という枠組

みを守ることが前提であった。今回の最終版

も、都の負担だった競歩関連30億円を札幌移

転に伴って組織委に付け替え、組織委は6030億

円、都は5970億円とした以外は、大枠や総額を

維持した。IOCは経費削減を最優先として、上

限を守るよう組織委に厳命していたからであ

る21。

組織委は大会に直接必要な経費に限って計算

しているが、経費の全体像に迫るものではない

との見方がある。経費は限定的に算出されてい

て、国の負担は国立競技場の整備費など1500億

円としたままで、サイバーセキュリティ演習や

ドーピングの検査員の育成などは、依然含まれ

ていないと指摘された。会計検査院は国の負担

を340事業の 1 兆600億円と試算した。五輪担当

相も一部は大会経費として認め国の負担は2600

億円になるとした。都も別に暑さ対策の道路の

遮熱舗装などを「大会関連経費」として約8100

億円計上した。組織委・国は大会後のレガシー

（遺産）となる性格の強い事業は経費からの切

り離しを図っており、その方針下での予算編

成であり、そのことが会計検査院算出の総額 3

兆円と大きな隔たりを生んでいる、との指摘が

あった22。

表 2 は、東京五輪の大会直接経費の最終版予

算の内訳である。 1兆3500億円というタガをは

められた中での苦肉の策23が透けて見える。

組織委員会 東京都 国 合計
増減（第 3弾
予算との比較）

●会場整備 1870（400） 4960（200） 1400（200） 8230（800） 130
　恒久施設 - 2260 1200 3460 10
　仮設等 1010 2020

200 4770
10

　エネルギーインフラ 160 330 70
　テクノロジー 700 350 40
●大会運営 4060（200） 910（100） 100（100） 5070（400） 20
　輸送 410 300

100 5070

120
　セキュリティ 330 520 ▼120
　オペレーション 1240 90 190
　管理・広報 650 0 0
　マーケティング 1250 0 0
　その他 180 0 ▼170
●調整費 100 100 - 200 ▼150
計 6030（600） 5970（300） 1500（300） 13500（1200） 0
予備費 270 - - -
注：単位は億円、▼はマイナス、カッコ内はパラリンピック経費。-は未公表。
資料：2019年12月21日付毎日新聞「五輪経費1兆3500億円」。

表２　東京五輪の最終予算（大会直接経費）の内訳 （億円）
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5．「A分類」の中身
2019年12月の会計検査院報告では、内閣官房

大会推進本部が「ABC分類においていずれも

大会の準備、運営等に特に資すると認められ

る業務としてA分類に整理されている」施策を

「オリパラ関係予算」と位置づけている点を確

認した上で、2013～19年度のオリパラ関係予算

（ 9府省等の計56事業）が計2197億200万円と

なっていると記載した。また、「全体の大部分

を占めるのは文部科学省所管分」であり、その

合計は1916億6000万円であると記した24。

そこで、文科省所管の上記予算の事業別内訳

（新国立競技場整備費は除く）を示したのが、

表 3の各種事業と支出額である。一目瞭然、い

ずれの事業も大会直接経費に該当する。

●競技力の向上（ 8事業。計56,534） （百万円）

事業名 事業概要 支出額
①競技力向上事業
（JSC）

大会における日本代表選手のメダル獲得に向けて、各競技団体
が行う日常的・継続的な選手強化活動を支援するとともに、大
会で活躍が期待される次世代アスリートの発掘・育成等の戦略
的な選手強化を実施

34,449
（JSCにおけ
る支出額）

② 日本オリンピック委員
会補助

国際総合競技大会への日本代表選手団の派遣及び日韓競技力向
上スポーツ交流等を実施

5,119

③ 日本障がい者スポー
ツ協会補助（競技力 
向上推進事業等）

国際総合競技大会への日本代表選手団の派遣及び国際競技力向
上に資する情報収集・提供等を実施

215

④ 次世代アスリート
特別強化推進事業

メダルの獲得が期待できる競技を選定し、次世代のトップアス
リートを育成するための中・長期的な強化戦略プランに基づく
強化活動全般を統括するナショナルコーチ及びより実働的に強
化に取り組むアシスタントナショナルコーチを設置することに
より、競技団体の更なるレベルアップを図る。

761

⑤�2020ターゲットエイジ 
育成・強化プロジェクト

大会において活躍が期待される年代の競技者に対する特別育
成・強化プロジェクトを実施することにより、スポーツ基本計画の
目標に掲げる金メダルランキング世界 3位～ 5位を目指す。

1,024

⑥ ハイパフォーマンス・ サ
ポート事業

メダル獲得が期待される競技をターゲットとして、多方面から
専門的かつ高度な支援を戦略的・包括的に実施

13,143

⑦ 女性アスリートの育成・
支援プロジェクト

女性特有の課題に着目した調査研究や医・科学サポート等によ
る支援プログラム、女性競技種目における強化プログラム、女
性エリートコーチの育成プログラムを実施

1,497

⑧ スポーツ国際展開基 
盤形成事業（2016年
度当初予算：国際情
報戦略強化事業）

・ 国際的地位の向上、国際競技大会等の招致・開催、スポーツ
を通じた国際交流・協力等の我が国のスポーツ国際政策を統
合的に展開し、その効果を最大限に高めるために、官民合同
の「スポーツ国際戦略会議」を設置するとともに、国内外の
政策・情報を収集・分析し、共有・活用する国際情報収集・
分析拠点を形成

・ 上記の基盤を活用し、国際競技連盟役員等の選挙及び国際的
な人材の育成を支援

323

表３「Ａ分類」該当の文科省オリパラ関係予算（2013～18年度。計1,192億8,700万円）



48

●強化・研究拠点の在り方（ 7事業。計25,614） （百万円）

① ナショナルトレーニン
グセンター競技別強
化拠点施設活用事業

NTCのみでは対応が困難な冬季、海洋・水辺系、屋外系のオ
リンピック競技、高地トレーニング及びパラリンピック競技に
ついて、既存の施設を活用した事業を実施

4,104

② ナショナルトレーニン
グセンターの拡充整
備（JSC）

我が国のトップレベル競技者が、同一の活動拠点で集中的・継
続的にトレーニング・強化活動を行うための拠点施設である
NTCのオリンピック競技とパラリンピック競技の共同利用化等
による機能強化を図るために、NTCを拡充整備

18,356
（JSCにおける自己
収入を財源として
実施した額を含む）

③ ハイパフォーマンスセンター
情報システムの基盤整備

我が国の国際競技力が中長期的に成長していくための基盤とし
て必要となる先進的な情報システム基盤を整備

1,008

④ ハイパフォーマンスセ
ンターの基盤整備

ハイパフォーマンスに関する情報収集や、競技用具の機能を向上さ
せる技術等を開発するための体制を整備し、大会等に向けた我が国
アスリートのメダル獲得の優位性を確実に向上させる取組等を実施

1,760

⑤ スポーツ研究イノベー
ション拠点形成プロ
ジェクト

スポーツに関する独創的で革新的な研究、地域・組織の特性を
最大限にいかした斬新的な研究について、次世代の中核を担う
優秀な若手研究者の育成への取組を含めて行う機関を「スポー
ツ研究イノベーション拠点」として指定

352

⑥ トップアスリート
の強化・研究活動
拠点の機能強化に
向けた調査研究

我が国のNTC中核拠点、NTC競技別強化拠点及び国立スポーツ科
学センターの効果を分析するとともに、メダル獲得上位国やNTC中
核拠点、地域のトレーニング拠点及びスポーツ科学センターの機能
や連携状況が優れている諸外国の調査・分析を行い、我が国の強
化・研究活動拠点の更なる機能強化に向けた調査研究を実施

19

⑦ パラリンピックに向け
た強化・研究活動拠
点に関する調査研究

我が国のパラリンピックアスリート等のニーズ調査や諸外国の
強化・研究活動環境に関する調査を踏まえ、強化・研究活動拠
点の整備・運営に関する検討課題（設置形態、設置形態に応じ
た役割や機能等）について検討するなど、パラリンピック競技
に関する強化・研究活動拠点に関する調査研究を実施

11

●国内アンチ・ドーピング活動体制の整備（ 1事業。計1,179） （百万円）

① ドーピング防止活動
推進事業

ユネスコ「スポーツにおけるドーピングの防止に関する国際規
約」における「国の役割」であるドーピングの防止に関する教
育・研修及び研究に係る取組を実施

1,179

●教育・国際貢献等によるオリンピック・パラリンピックムーブメントの普及、ボランティア等の機運醸成（ 3事業。計4546） （百万円）

① スポーツ・アカデミー
形成支援事業

IOC、JOC、NOC、体育系大学等が連携して、オリンピズムの
普及とスポーツ医科学研究の推進を図るために、IOC関係者等
を教員等として招へい、国際的なスポーツ界での活躍が期待さ
れる人材の受入れ・ 養成を行う中核拠点を構築

2,343

② 戦略的二国間スポー
ツ国際貢献事業

大会に向けて、スポーツの力を日本から世界へ発信すべく、開
発途上国を中心にスポーツを通じた国際貢献、国際交流を実施

1,277

③ 国際アンチ・ドーピン
グ強化支援事業

・ アンチ・ドーピング活動が遅れている国へのドーピング防止教育・研修の
導入・普及、人材育成支援、それらを支える研究開発、国際会議・シンポ
ジウム開催等を通じ、世界のスポーツにおけるドーピング撲滅に貢献
・ アジアのアンチ・ドーピング防止活動等の発展を促進するために、アジア・ドーピン
グ防止基金及び世界ドーピング防止機構（新研究基金）に対して、資金を拠出

926
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表 4 は、文科省所管事業と比べると相対的に

額は少ないものの、いずれも大会の直接経費と

見なすのが妥当である他府省等のオリバラ関係

予算事業である。

●国内のオリンピック・パラリンピックムーブメントの普及（ 2事業。計941） （百万円）

① オリンピック・パラリンピッ
ク・ムーブメント全国展
開事業（オリンピック・パ
ラリンピック・ムーブメン
ト調査研究事業）

オリンピック・パラリンピック・ムーブメントを全国に波及さ
せ、大会の成功に資するために、オリンピック・パラリンピッ
ク教育を全国に展開

860

② 学校でのオリンピッ
ク・パラリンピック理
解促進事業

全国の学校でオリンピック・パラリンピックの意義・役割等の
教育を促進するための指導参考資料を作成し、オリンピック・
パラリンピック教育を促進

81

●スポーツ・文化・ワールド・フォーラムの開催（ 1事業。473） （百万円）

① スポーツ・文化・ワール
ド・フォーラムの開催

観光とも連動させつつ、スポーツ、文化、ビジネスによる国際
貢献や有形・無形のレガシー等について議論、情報発信する国
際フォーラムを官民協働で開催することで、国際的な機運の向
上に資するとともに、最先端科学技術分野を始めとする様々な
分野において、対日直接投資の拡大等に寄与する情報を発信

473

●東京パラリンピック競技大会開催準備（ 1事業。30,000） （百万円）

① 東京パラリンピック
競技大会開催準備

大会開催経費のうち、関係者（東京都、大会組織委員会、国、
会場所在自治体）間の2017年 5月の合意を踏まえて、国の経
費分担として、パラリンピック競技大会開催準備に必要な経費
の一部を負担

30,000
（国から東京都
への交付額）

注：新国立競技場の整備は除く。金額の単位は百万円。
資料： 会計検査院「別図表1　各府省等が実施する大会の関連施策に係る事業別の支出額一覧（平成25年度

～30年度）」及び同「東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた取組状況等に関する会計
検査の結果について」（2019年12月、156-173頁）から抽出・作成。

●大会運営に係るセキュリティの確保（ 7事業。計907） （百万円）

府省等名 事業名 事業概要 支出額
内閣府（警察庁）① 海外における情報収

集要員の配置
大会を標的とした国際テロ関連情報を含む各種情報収集体制
の強化、海外治安情報機関との連携を図るために、事案対処を
中心とするテロ関連情報等の収集を行う要員の配置を実施

19

内閣府（警察庁）② 海外治安情報機関
関係者の招へい

大会に際して予定している各国治安情報機関を対象と
した情報センターの設置に向けて、英国等のオリン
ピック開催経験国の治安情報機関関係者の招へいを行
い、セキュリティに関する情報交換等を実施

1

内閣府（警察庁）③ 東京オリンピック・パ
ラリンピック対策に係
る新たな警備手法
に関する調査研究

2012年ロンドン大会等における警備手法をまとめた報
告書の作成に向けて、調査研究を実施

2

表４「Ａ分類」の他府省庁等オリパラ関係予算（2013～18年度。合計39億4,300万円）
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国土交通省 ④ 小型測量船の代
替整備

大会におけるテロの未然防止、デモ活動に対応するた
めに、東京港等の詳細な海洋調査を実施し、海上警備
体制構築に必要な最新の情報を含んだ警備用参考図等
の整備を行うための小型測量船の代替整備を実施

864

国土交通省 ⑤ 警備実施体制構
築のための調査

大会におけるテロの未然防止、デモ活動に対応するた
めに、関係機関からの情報収集や研修の受講を実施

5

国土交通省 ⑥ 特殊警備隊の能力
維持に係る武器更新

大会におけるテロの未然防止、デモ活動に対応するため、特殊
警備隊の能力を維持するために、資機材の代替整備を実施

10

国土交通省 ⑦ けん銃の代替整備 大会におけるテロの未然防止、デモ活動に対応するた
めに、けん銃の代替整備を実施

6

●警戒監視、被害拡大防止対策等（ 1事業。計21） （百万円）

厚生労働省 ① 外傷外科医養成
研修事業

大会に向けた救急医療提供体制の整備を図るために、
爆発物や、銃器、刃物等の外的要因による創傷（切
創、銃創、爆創等）により生じた外傷治療を担う外科
医を育成し、負傷者への医療提供体制を整備

21

●NBC（核・生物・化学物質）テロ対策の強化（ 1事業。計219） （百万円）

厚生労働省 ① 化学災害・テロ対
応医薬品の備蓄

「化学テロリズム対策についての提言」（厚生科学審
議会健康危機管理部会。2014年 7月）において、東京
大会等大規模国際イベントに備えて解毒剤の備蓄など
化学テロについての対応強化の必要性が指摘されたこ
と等を踏まえ、2014年度に備蓄を開始

219

●CIQ体制の強化等（ 1事業。計17） （百万円）

農林水産省 ① 2020年東京オリン
ピック・パラリンピック
競技大会馬術競
技場における衛生
管理事業委託費

大会における馬術競技において、馬ピロプラズマ病の
我が国への侵入及び競技出場馬へのまん延を防止して
円滑な大会実施に資するために、馬術競技場及びその
周辺におけるダニの生息調査を実施し、生息分布状況
を踏まえた駆除及び駆除効果を測定し、清浄性を確認

17

●大会開催時の輸送（ 1事業。計 3） （百万円）

内閣府（警察庁）① オリンピック開
催時における交
通対策の視察

大会で実施する交通対策の検討に当たり、2016年開
催のリオ大会における交通状況の把握及びオリンピッ
ク・レーン等各種交通対策の視察

3

●暑さ対策・環境問題への配慮（ 5事業。計484） （百万円）

環境省 ① 東京オリンピックを
契機とした一般廃
棄物の統一分別ラ
ベル導入検討事業

大会では、外国人を含む多くの観光客が東京都市圏を訪れ、
大量の廃棄物の排出が予想されるため、分かりやすく、実効
性の高い分別方策について検討を行い、分別ラベル等の運
用に関するガイドラインを策定し、認知度向上と普及を図る。

36

環境省 ② 熱中症対策推進
事業

大会に向けて、夏季の大規模イベント等における熱中症の
リスク把握手法等開発や観客、特に日本の夏に慣れていな
い海外からの旅行客等に向けた熱中症予防策の検討

97
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環境省 ③ オリンピック・パラ
リンピック暑熱環
境測定事業

オリパラ主要競技会場周辺等の14地区程度を対象に気
温、湿度等を実測調査するとともに、暑さ指数の推計
手法を確立

58

環境省 ④ 東京オリンピック・
パラリンピックにお
けるグリーン購入
促進検討

・ 大会におけるグリーン購入の実施に関する技術的支援
を視野に、これまでの国内外のイベントにおけるグリー
ン購入の対象品目、基準等の調査を行い課題を明確化
するとともに、環境ラベル及び環境関連技術等の動向を
把握 

・ さらに、国内外イベントにおける環境配慮の取組等を参
考に、プレミアム基準の考え方を活用した各種イベント
におけるグリーン購入ガイドラインを策定し、大会での
活用を検討

14

環境省 ⑤ 2020年東京オリン
ピックに向けた都
市圏における環境
対策評価検証等
事業

低炭素・資源循環・自然共生政策の統合的アプローチによ
る東京都市圏の環境対策について、ソフトからハードに至る
までのあらゆる施策の総合的な実施効果を検証するため
に、マクロモデルを活用して都市圏における環境対策効果
をシミュレーションし、都市圏の環境対策の推進に向けた方
策等を取りまとめたガイドラインを作成し、環境対策を実践す
る地方公共団体等の取組を支援するための調査検討事
業を実施

279

●大会に向けた各種建設工事における安全確保（ 1事業。計144） （百万円）

厚生労働省 ① 2020年東京オリン
ピック・パラリンピック
競技大会に係る建
設需要に対応した
労働災害防止対策

大会における大会施設の整備やインフラ整備、再開発等の
各種建設工事において、労働災害の増加を招くことがない
よう新規入職者等の経験が浅い工事従事者への安全衛生
教育や、各種建設工事現場を巡回し、安全な作業方法等
について専門技術的な立場で助言指導を実施

144

●大会期間中に使用される無線局の円滑な運用の実現（ 1事業。計559 （百万円）

総務省 ① 2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技
大会に伴って開設さ
れる無線局と既存無
線局の周波数共用
に関する調査検討

大会では、海外持込みの無線機を含む多種多様な無線
局の運用及びそれに伴う通信需要の激増が予想される
ことから、東京近郊の電波利用密集地域での周波数緩
和及び無線局の混信等を避けるために、異なる無線シ
ステム間の効率的な周波数共同利用の実現に向けた技
術的検討を実施

559

●ホストタウンの推進（ 2事業。計188） （百万円）

内閣 ① 東京オリンピック・パ
ラリンピック推進本
部経費のうちホスト
タウン（以下すべて
推進本部経費）

ホストタウンについて、質の高い取組を全国に広げて
いくための調査を実施

44

内閣 ② オリパラ基本方針
推進調査（ホストタ
ウン）

オリパラ基本方針に盛り込まれた施策の推進にあた
り、大会成功に向けた重点分野として、質の高いホス
トタウンの取組を全国に広げていくための調査を実施

144
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2019年12月の会計検査院報告における別表の

存在が、A分類における各事業の中身と予算額

について、事業ごとに紐付けられる形での理解

を可能とした。そして、A分類の事業費は「関

連」ではなく「直接」経費であるのは明白であ

る。これらの事業費を関連経費と見なす国（内

閣官房大会推進本部）の姿勢が問われなければ

ならない。

総経費は、開催に直結する「大会経費」と道

路整備などの「大会関連経費」に分けられると

した上で、関連経費かどうか、国と会計検査院

との間で見解が分かれているものもあるとし

て、水素社会実現に向けた燃料電池産業車両の

導入補助や、地域の農産物や食文化を映像化し

て海外に発信する取り組みの支援などを指摘す

る声もある25。

しかし、大会経費をめぐる問題の本質は、関

連経費をどこで線引きするかという点にはな

●文化を通じた機運醸成（ 1事業。計812） （百万円）

内閣 ① オリパラ基本方針
推進調査（文化を
通じた機運醸成）

オリパラ基本方針に盛り込まれた施策の推進に当た
り、大会成功に向けた重点分野である文化に関する調
査として試行プロジェクトを実施し、その効果と課題
を分析し、全国的な横展開を図る。

812

●文化プログラムの推進（ 1事業。計87） （百万円）

内閣 ① 文化プログラム経
費

日本の強みである地域性豊かで多様性に富んだ文化を
いかし、成熟社会にふさわしい次世代に誇れるレガ
シーを作り出す文化プログラムを「beyond2020プログ
ラム」として認証し、日本全国に展開

87

●大会を契機としたユニバーサルデザイン・心のバリアフリーの推進（ 3事業。計65） （百万円）

内閣 ① 心のバリアフリー 大会関係者のみならず、交通、流通、外食、教育など
の幅広い関係者による接遇・ 心のバリアフリーの理解
促進のためのムーブメントづくりに係る調査を実施

11

内閣 ② ボランティアの推進 大会を契機に、障害者・高齢者等へのサポートの輪が
広がる仕組みを創設すべく、先進事例の調査を実施

18

内閣 ② オリパラ基本方針
推進調査（ユニ
バーサルデザイン）

オリパラ基本方針に盛り込まれた施策の推進に当たり、大
会成功に向けた重点分野であるユニバーサルデザインに
関する調査として試行プロジェクトを実施し、その効果と課
題を分析し、全国的な横展開を図る。

36

●A、B両方にまたがる取組であり、その区分が困難なもの（ 2事業。計437） （百万円）

内閣 ① 推進本部 東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技
大会推進本部の運営を行うとともに、大会の円滑な準
備及び運営に関する総合調整を実施

437

内閣 ② レガシー 過去のオリンピック・パラリンピックのレガシーに係
る知見を深めるとともに、基本方針の実施にいかす。

0

注・金額の単位は百万円。
資料： 会計検査院「別図表１　各府省等が実施する大会の関連施策に係る事業別の支出額一覧（平成25年度

～30年度）」及び同「東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた取組状況等に関する会計
検査の結果について」（2019年12月、156-173頁）から抽出・作成。
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い。上記二つの表から明らかなように、直接経

費に算入すべきA分類の諸事業費を、組織委・

国が関連経費扱いとしている（せざるを得な

い）点にこそ、説明責任をめぐる重大な瑕疵が

存在するのである。

6．�IOC・国・組織委の三者結合体に
よる詐称行為

本稿ではIOC、国、大会組織委員会（組織

委）、東京都（都）との間のトップダウン型の

相互連結性を把握した上で、札幌へのマラソン

会場変更において、IOCと国・組織委の結合体

（連結体）が、その意思を一方的に都に押しつ

ける形での片務的な調整・統治行為（「合意な

き決定」）を明らかにした。また、東京五輪に

おける国負担の経費をめぐり、とくに会計検査

院による指摘内容と国（政府。具体的には内閣

官房大会推進本部）の説明内容との乖離の中身

について、統治における説明責任という側面か

ら、「直接」経費と「関連」経費の捉え方に焦

点を当てて記述してきた。

二つの事例には、その性格に違いはあるもの

の、都を除くIOC・国・組織委の三者の結合体

が主役を演じたという点で共通する。

（ 1 ）「アスリートファースト」という詐称行為

マラソン会場の変更について、国・組織委に

入ったIOCの意向伝達と都への連絡には 1週間

ものタイムラグが設けられた。都にはすぐには

知らせないとの意思決定が上記の三者結合体に

おいてどのようになされたのかは不明である。

三者の間で当初は見解の相違があったかもしれ

ない。しかし、いずれにしても三者結合体は、

都への伝達を戦略的に遅らせた。おそらく、都

知事がテレビなどのマスコミ媒体を通じて、都

民世論へ訴える時間を与えたくなかったのだと

思われる。世論が札幌へのマラソン移転に難色

を示し、これまでに要した経費の無駄、真夏に

開催すること自体への批判、ひいてはIOCの責

任問題への波及を恐れたのではないだろうか。

しかしそうだとしても、スポーツを通じた世

界平和や諸国間の協調、貧富の格差解消、人々

の国境を超えた交流、公正でフェアな透明性の

ある組織運営、スポーツマンシップの尊重、

SDGsなどを掲げるIOCが、開催都市の意向を

排除し不意打ちのような形で、事業変更を押し

通したことになる。たとえ五輪憲章や開催契約

上、決定権はIOCにあるとしても、その手続き

や進め方に大きな瑕疵を残してしまった。

本来であれば、IOCはドーハでの世界選手権

におけるマラソン・競歩での棄権者続出を受

け、まずは国・組織委・都に謝罪した上で、競

技実施を 8カ月後に控えた大詰めの時期だから

こそ、これまでの都の遮熱対応やミストシャ

ワー、樹木を利用した日陰スペースの設定など

の努力に敬意を払うべきであった。都や招致

委に招致過程で「この時期（ 7月24日～ 8 月 9

日）の天候は温暖であるため、アスリートが最

高の状態でパフォーマンスを発揮できる理想的

な気候」と記載させたことについても、IOCが

夏季大会の期間を大枠で固めていたことについ

ても、そもそもマラソンや競歩などにとっては

この時期の競技実施は無理筋であることを謝罪

すべきであった。国際・国内の陸上競技連盟へ

の丁寧な説明も不可欠であったはずだ。

その上で、都知事に対して、とくに都民への

説明に時間を割く時間を与えるべきであった。

たとえIOCと都との見解の違いや摩擦が顕在化

したとしても、オープンかつ透明な調整の時間

とプロセスを敢えて確保するべきであった。そ

うであれば、最終的にはIOCが五輪憲章と契約

を根拠に決定権を行使し、「合意なき決定」に

至ったとしても、三者結合体と都との間の溝は

深いものにはならなかったはずである。世論に

信頼を置かないIOCが世論から信頼を得ること

はあり得ない。
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一連の経緯においてIOCには、とくにスポー

ツにおいて近年強調されるようになった相手に

対するリスペクト、スポーツを支えるフェアプ

レー、さらには公正の精神が欠けていた。さら

に、北半球での猛暑時期の夏季大会の開催を見

直す必要があるのでは、という都知事からの問

いかけに対して、IOC調整委員長は正面から答

えず、五輪開催時期をめぐる根幹的に重要な議

論の機会を自ら回避したことになる。

会場変更は、IOCの汚点ではなく英断として

後世において評価される可能性すらある。しか

し一方で、IOCをコアとする三者結合体は、あ

る種の詐称行為を働いたことになる。ここでい

うところの詐称とは、自らが被ることになるか

もしれない責任を回避するために、「アスリー

トファースト」という誰も反対できないドグマ

（教義）的なキーワードを前面に掲げ、論理を

すり替え、しかも会場変更を決定事項として都

との議論を意図的に避けた行為を指す。動態

的・浮動的であり、臨機応変の短期間での変

容であり、IOCが自ら設定した足かせ（夏季開

催）を自らのご都合主義によって、しかも上位

下達式に変えたのである（動態的詐称行為）。

（ 2 ）「国負担1500億円」という詐称行為

もう一つの事例である国負担の大会経費に

ついて、2019年12月の会計検査院報告における

別表では、その前年（2018年10月）の会計検査

院報告に対して、内閣官房大会推進本部がA、

B、Cの 3種類のどれに該当するとしたかが、

一覧表の事業ごとに割り振られている。ここで

論点となるのはA分類に該当する事業について

である。表 3にあるように、文科省所管の事業

はいずれも明らかに直接経費である。ところ

が、国はあたかもこれを関連経費であるかの

ように見せかけている。国負担の直接経費は

あくまでも1500億円（新国立競技場整備費1200

億円、パラリンピック経費300億円）となって

いる。パラリンピック経費を除けば、国はハー

ド面のみの直接経費を提示し、ソフト面の直接

経費は関連経費に組み入れることで、表（オモ

テ）に出さなかったことになる。

国負担の直接経費は実際どのくらいの額に

達するのか。決算ベースか予算ベースかの違

いや、会計検査院報告が対象とした支出年度

（2018年報告の場合は対象年度が2013～17年度

の支出、2019年報告の場合は2013～18年度）

と、国が報告した経費の対象年度、2019年12月

の最終的な大会予算経費の発表、ひいては100

億円に迫るといわれるマラソン札幌移転に掛か

る経費の未算出など、対象項目間の整合性を図

ることができないがゆえ、精緻な算出はできな

いものの、以下、国負担の直接経費額を追うこ

ととする。

まず、2017年末発表時点で国がいうところ

の直接経費1500億円のうち、2019年 1 月29日発

表時点において、パラリンピック経費300億円

は、そのまま国がいうところの関連経費（2013

～19年度予算）に組み込まれている。また、

新国立競技場整備費については大会経費1200

億円のうち、983億円がスポーツくじ財源など

から充当するとされており、残りの517億円が

関連経費（2013～19年度予算）に組み込まれて

いる。つまり、817億円（300億円＋517億円）

が、国がいうところの関連経費に組み込まれて

いるのである。上記対象年度の関連経費の合計

は2197億円であるから、この額から817億円を

引いた1380億円が、国がいうところの関連経費

となる。

2018年10月に会計検査院が指摘した大会関連

経費8011億円（2013～17年度決算ベース）のう

ち、内閣官房大会推進本部が異例の早さで応

答した 3分類において、A分類「大会の準備運

営に直接関わる支出」とされたのが1725億円で

あり、このうち1380億円（内訳は競技力の向上

1010億円、セキュリティ214億円、その他156億
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円）が、本来は直接経費であるものの、国がい

うところの国負担の関連経費となる26。

先述したように、A分類は直接経費と見なす

のが妥当であるのは明白である。したがって、

本来、この1380億円と1500億円を足した2880億

円が国負担の直接経費として提示されなければ

ならないはすである。

2019年12月の会計検査院報告の別表（対象年

度は2013～18年度の支出額）からも、国負担の

大会直接経費へのアプローチを試みたい。表 3

にあるように、文科省所管の国の直接経費（A

分類）とみなされる支出額の合計は1193億円

（千万円単位四捨五入）である。また、表 4の

文科省以外の他府省庁等の直接経費（A分類）

の合計は39億円（千万円単位四捨五入）である

ので、直接経費の合計は1232億円となる。

この1232億円には新国立競技場の整備費を

含めていないので、この中に国負担のパラリ

ンピック経費300億円が含まれていると見なし

た場合、1232億円から300億円を引く必要があ

り、その額は932億円となる。この932億円に国

がいうところの新国立競技場整備費1200億円を

足した2132億円が国負担の直接経費となる。

先述したように、国は最終段階でも国負担の

大会経費を1500億円と提示し、そのうち、新国

立競技場（恒久施設）の整備が1200億円、パラ

リンピック経費が300億円となっており、当初

から修正はされていない。

新聞報道にもとづくアプローチ（2880億円）

と会計検査院報告別表にもとづくアプローチ

（2132億円）とで、国負担の直接経費額の推定

額に差が生じたのは、予算ベースか決算ベース

かの違い、対象年度の範囲の違い、さらには予

算額と決算額とを区分けできずに議論の俎上に

載せたことによる整合性のずれが要因だと思わ

れる。

以上のことから、最も問題視すべきなのは、

関連経費をめぐる会計検査院と国との捉え方の

違いでもなければ、会計検査院が関連経費を過

大に見積もっている、あるいは国が関連経費を

過小に見積もっているとの見方でもない。さら

には、直接経費と関連経費をどこで線引きする

のか、また、関連経費の線引きをどこに設定す

るのかといった解を見いだすのが難しい論点で

もない。適切な関連経費の捉え方を議論したと

ころで、国と会計検査院との大会経費をめぐる

捉え方の溝は今後も埋まらないであろう。

国が本来、ソフト面における国負担の直接経

費として組み入れるべき経費を、IOCからの経

費抑制・削減の圧力の下、説明もなしに始めか

らはずした形で見せかけ続けている点にこそ、

すなわち、説明責任におけるIOC・組織委・国

の三者結合体の統治のこうした実相にこそ、問

題の本質があるのではないだろうか。その意味

で、IOC・組織委・国の三者結合体は、国負担

分の大会経費をめぐる説明において、大会関連

経費の線引きは困難との論理のすり替えを自ら

への援護射撃としつ、経費の額を詐称する行為

を最後まで貫いたことになる。

この種の詐称行為は、マラソン会場変更のそ

れとは別の特性があるように思われる。動態的

な詐称行為とは異なり、始めから結論ありきの

静態的、固定的、硬直的、さらには岩盤的な大

前提としての詐称行為である（静態的詐称行

為）。また、前者の会場変更とは異なり、国の

財源規模が極めて大きいがゆえに、本来であれ

ば納税者である国民により丁寧に説明すべき行

為を放棄する詐称行為である。IOC・組織委・

国の三者結合体は説明責任を回避し、関連経費

をカムフラージュとして用いながら、敢えて透

明性から背を向ける誤謬を犯し続けている。

—————————————————————
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